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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第135期
第3四半期
連結累計期間

第136期
第3四半期
連結累計期間

第135期
第3四半期
連結会計期間

第136期
第3四半期
連結会計期間

第135期

会計期間

自平成21年
4月1日

至平成21年
12月31日

自平成22年
4月1日

至平成22年
12月31日

自平成21年
10月1日

至平成21年
12月31日

自平成22年
10月1日

至平成22年
12月31日

自平成21年
4月1日

至平成22年
3月31日

営業収益（百万円） 19,648 18,872 6,424 6,299 25,932

経常利益（百万円） 316 349 175 200 227

四半期（当期）純利益（百万円） 122 252 137 184 170

純資産額（百万円） － － 12,454 12,657 12,406

総資産額（百万円） － － 106,211 104,915 107,337

１株当たり純資産額（円） －　 －　 154.63 157.19 154.04

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
1.52 3.13 1.70 2.29 2.12

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） －　 －　 11.7 12.1 11.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,370 1,444 － － 3,803

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,147 △274 － － △4,717

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,765 △915 － － 769

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（百万円）
－ － 1,214 1,341 1,079

従業員数（人） － － 993 964 979

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　　　　いない。

２．営業収益には、消費税等は含まれていない。

３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載して

いない。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。

また、主要な関係会社に異動はない。

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 964 (782)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く）であり、臨時従業員数は（　）内に当

第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 540 (120)

　（注）１　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。

２　従業員数は、組合専従者１人及び出向社員122人を含まない。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは運輸業、流通業及び不動産業など多種多様な事業を営んでいるため、セグメント別に生産規模及び受

注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。

　このため生産、受注及び販売の状況については、「４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

おけるセグメント別の状況に関連付けて示している。

 

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。  

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策や輸出の増加による企業収益の改善が見られ

るものの、雇用・所得環境は依然として厳しい状況が続き、景気の回復は力強さを欠いたまま推移した。このような

状況のもと、当社グループにおいては、各部門にわたり増収に力を注ぐとともに経費削減に努めた結果、営業収益は

6,299百万円と前年同四半期に比べ1.9％減少、経常利益は200百万円と前年同四半期に比べ14.3％増加、四半期純利

益は、184百万円と前年同四半期に比べ34.3％増加となった。

　

　なお、「第２　事業の状況」以降については、特に記載のない限り消費税等抜きで記載している。

　セグメント別の状況（注）は、次のとおりである。

　

（注）第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号（平成

21年３月27日））を適用している。対前年同四半期比増減率は、同基準に準拠し算出したものを参考として記載し

ている。

　

　　　①　運輸業

　鉄道事業では、高齢者外出支援の取り組みの一環として「神鉄・高速シニアパス」を期間限定で発売したほか、

各種企画乗車券の発売やハイキングの実施等により旅客誘致に努めた。また、バス事業では、企業及び学校の貸切

送迎業務等の積極的な営業活動により増収に努めるとともに、タクシー業では、より迅速な配車により顧客サー

ビスの向上を図った。この結果、当第３四半期連結会計期間の運輸業の営業収益は3,232百万円で前年同四半期に

比べ0.7%の増加となったものの、営業利益は307百万円と前年同四半期に比べ1.9％の減少となった。

　なお、昨年10月より神戸高速線（新開地・湊川駅間）の運転取扱業務及び鉄道施設の保守業務については、当社

線との一体運用を進めている。　

また、粟生線の活性化については、引き続き関係自治体や沿線地域住民と連携して利用促進に努めている。
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（提出会社の運輸成績）

　　
　　

種別

　
　　

単位

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日　
    至　平成22年12月31日）

 　 　
対前年同四半期　増減

率（％）　

営業日数  日 92  0.0

営業キロ  キロ 69.6  0.0

客車走行キロ  千キロ 4,523  0.0

旅客人員

定期 千人 8,866 24.8

定期外 〃 4,936 21.6

計 〃 13,803 23.6

旅客運輸収入

定期 百万円 1,179  1.3

定期外 〃 1,217  0.3

計 〃 2,397  0.8

運輸雑収  〃 90  4.7

収入合計  〃 2,487  0.9

乗車効率  ％ 23.5   －

 延　　人　　キ　　ロ  

　（注）１　乗車効率の算出は、 客車走行キロ×平均定員による。

２　客車走行キロ数は社用、試運転及び営業回送を含んでいない。

３　神戸高速線（新開地・湊川間）については、平成22年10月から阪神電気鉄道株式会社、阪急電鉄株式会社及び

当社の３社による運営に移行したことに伴い、旅客人員、旅客運輸収入及び運輸雑収の計上方法を当第３四

半期連結会計期間から変更している。　

　

種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日　
    至　平成22年12月31日）

営業収益（百万円）
対前年同四半期
  増減率（％）　

鉄道事業 2,487 0.9

バス事業 333 2.5

タクシー業 412 △2.6

消去 △1 －

営業収益計 3,232 0.7
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②　流通業

物品販売業では、沿線等で青果の朝市を開催し増収に努めたほか、神鉄食彩館において当社定期券ご利用者に

対する割引を実施する一方、昨年10月に収支の改善が見込めない一部の駅売店を閉店し、当該店舗の活用を図っ

た。しかしながら、引き続き個人消費の低迷や競合の激化等により、流通業の営業収益は2,057百万円で前年同四

半期に比べ7.0％の減少、営業利益は51百万円で前年同四半期と比べ27.1％の減少となった。

　

　 

種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日　
    至　平成22年12月31日）

営業収益（百万円）
対前年同四半期
  増減率（％）　

物品販売業 3,727 △7.3

飲食業　 39 △55.2

消去 △1,708 －

営業収益計 2,057 △7.0

 

③　不動産業

  土地建物販売業では、松宮台住宅地において積極的な営業活動により土地分譲に努めたほか、土地建物賃貸業

では、賃貸土地建物へのテナント誘致を進めた。また、小野駅前に時間貸駐車場を開設するなど増収に努めた。こ

の結果、不動産業の営業収益は480百万円で前年同四半期に比べ0.6％の減少となったものの、経費等の削減によ

り、営業利益は138百万円で前年同四半期に比べ4.5％の増加となった。

　

　 

種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日　
    至　平成22年12月31日）

営業収益（百万円）
対前年同四半期
  増減率（％）　

不動産販売業 109 △18.0

不動産賃貸業 379 6.5

消去 △9 －

営業収益計 480 △0.6
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④　その他の事業

　介護事業では、結婚式等でホテルをご利用される高齢者に対し介助を行うシニアケア・サービスを開始したほ

か、健康・保育事業では、営業の強化により利用者の増加に努めた。この結果、その他の事業の営業収益は738百万

円で前年同四半期に比べ1.8％の増加、営業利益は58百万円と前年同四半期に比べ1.8％の増加となった。

　

　　

種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日　
    至　平成22年12月31日）

営業収益（百万円）
対前年同四半期
  増減率（％）　

建設業 272 △22.7

施設管理・警備業 223 4.7

ゴルフ場業 102 △1.0

介護サービス事業 53 △1.9

健康・保育サービス事業 152 3.4

その他 115 0.9

消去 △181 －

営業収益計 738 1.8

　

　

　　（2）キャッシュ・フローの状況　

　　　　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前四半期連結会

　　　計期間末に比べ230百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末は1,341百万円となった。

　　　　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

　

　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において営業活動による資金収支は649百万円と前年同四半期に比べ169百万円の

減少となった。これはたな卸資産の減少による資金の回収が減少したこと等によるものである。　

　

　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動により使用した資金は232百万円と前年同四半期に比べ1,233

百万円の減少となった。これは有形固定資産の取得等による支出が減少したこと等によるものである。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　　　　　当第３四半期連結会計期間において財務活動により使用した資金は188百万円と前年同四半期に比べ905百万円の

増加となった。これは、借入金の返済による支出が増加したこと等によるものである。

　

　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

　

　（4）研究開発活動

　該当事項なし。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 80,615,668 80,615,668
大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 80,615,668 80,615,668 － －

　　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。　

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項なし。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 80,615,668 － 11,710 － 580

　　

（６）【大株主の状況】

　　　　　　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において大株主の異動は把握していない。

 

（７）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。　

　　　

　　　①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －   － 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － 　－ 　　　　　－

議決権制限株式（その他） －   － 　 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

　普通株式　　 60,000

（相互保有株式）

　普通株式　　 82,000　

　－　 －

完全議決権株式（その他）  普通株式　79,520,000       79,520 －

単元未満株式  普通株式　   953,668　 　－
一単元（1,000株）

未満の株式　

発行済株式総数 　　　　　  80,615,668 　－ －

総株主の議決権 　　　　　　　　　－    79,520 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権

　　　　　1個）含まれている。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。

　　　　　  自己保有株式　　　　　　　　　　　　　523株

　　　　　　相互保有株式　北神急行電鉄株式会社　　520株

　

②【自己株式等】

　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名　　　　

又は名称　
所有者の住所

自己名義

所有株式数（株）

　　

他人名義

所有株式数（株）

所有株式数の

合計（株）　

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）　

（自己保有株式）

　

神戸電鉄株式会社

神戸市兵庫区

新開地１－３－24

　

　　　　　60,000 　　　　　　 － 　　    60,000　　　　　  0.07

（相互保有株式）

北神急行電鉄

株式会社　

神戸市北区

谷上東町１－１　
　　 　　 82,000　　　　　　 － 　　    82,000　　　　　  0.10

計 － 　       142,000　　　　　　 － 　　   142,000　　　　　  0.18
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 389 383 380 383 385 382 370 311 277

最低（円） 381 370 371 374 378 368 280 271 211

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成22年10

月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ている。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,441 1,179

受取手形及び売掛金 693 918

販売土地及び建物 4,785 5,185

商品 137 112

貯蔵品 525 521

未成工事支出金 23 0

その他 ※3
 603

※3
 1,085

流動資産合計 8,209 9,004

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 50,450 51,469

機械装置及び運搬具（純額） 6,689 7,123

土地 34,237 34,226

建設仮勘定 1,422 1,269

その他（純額） 717 810

有形固定資産合計 ※1,2
 93,517

※1,2
 94,900

無形固定資産

のれん 50 54

その他 655 711

無形固定資産合計 705 765

投資その他の資産

投資有価証券 736 808

その他 1,745 1,859

投資その他の資産合計 2,482 2,667

固定資産合計 96,706 98,333

資産合計 104,915 107,337

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 982 2,700

短期借入金 32,681 29,742

未払法人税等 33 59

賞与引当金 19 52

その他 2,914 2,743

流動負債合計 36,631 35,297

固定負債

長期借入金 45,415 49,199

退職給付引当金 1,914 2,032

役員退職慰労引当金 17 52

負ののれん 5 5

その他 8,274 8,342

固定負債合計 55,626 59,633

負債合計 92,258 94,931
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,710 11,710

資本剰余金 814 814

利益剰余金 △194 △458

自己株式 △25 △21

株主資本合計 12,305 12,045

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △64 △51

繰延ヘッジ損益 △120 △125

土地再評価差額金 536 536

評価・換算差額等合計 351 360

純資産合計 12,657 12,406

負債純資産合計 104,915 107,337
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業収益 19,648 18,872

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 15,728 15,088

販売費及び一般管理費 ※
 2,406

※
 2,395

営業費合計 18,135 17,483

営業利益 1,513 1,388

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 11 17

物品売却益 － 15

雑収入 63 36

営業外収益合計 78 71

営業外費用

支払利息 1,184 1,085

雑支出 91 25

営業外費用合計 1,275 1,110

経常利益 316 349

特別利益

工事負担金等受入額 － 114

役員退職慰労引当金戻入額 － 36

特別利益合計 － 151

特別損失

工事負担金等圧縮額 － 114

投資有価証券評価損 151 61

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5

その他 － 35

特別損失合計 151 217

税金等調整前四半期純利益 165 283

法人税、住民税及び事業税 36 23

法人税等調整額 6 8

法人税等合計 42 31

少数株主損益調整前四半期純利益 － 252

四半期純利益 122 252
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

営業収益 6,424 6,299

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 5,068 4,959

販売費及び一般管理費 ※
 795

※
 792

営業費合計 5,864 5,751

営業利益 560 548

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 3 4

雑収入 14 9

営業外収益合計 18 13

営業外費用

支払利息 389 354

雑支出 14 7

営業外費用合計 403 361

経常利益 175 200

特別損失

投資有価証券評価損 21 －

その他 － 6

特別損失合計 21 6

税金等調整前四半期純利益 154 193

法人税、住民税及び事業税 10 7

法人税等調整額 5 1

法人税等合計 16 9

少数株主損益調整前四半期純利益 － 184

四半期純利益 137 184
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 165 283

減価償却費 2,251 2,230

退職給付引当金の増減額（△は減少） △86 △118

受取利息及び受取配当金 △14 △18

支払利息 1,184 1,085

工事負担金等受入額 － △114

投資有価証券評価損益（△は益） 151 61

固定資産圧縮損 － 114

売上債権の増減額（△は増加） △14 225

たな卸資産の増減額（△は増加） 713 349

仕入債務の増減額（△は減少） △1,463 △1,718

その他 △248 151

小計 2,637 2,530

利息及び配当金の受取額 18 23

利息の支払額 △1,209 △1,071

法人税等の支払額 △76 △37

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,370 1,444

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 －

有形固定資産の取得による支出 △3,373 △931

投資有価証券の取得による支出 － △5

貸付けによる支出 △45 △17

貸付金の回収による収入 56 79

工事負担金等受入による収入 725 734

その他 △410 △133

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,147 △274

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,026 △679

長期借入れによる収入 13,500 9,080

長期借入金の返済による支出 △16,710 △9,244

自己株式の取得による支出 △9 △4

リース債務の返済による支出 △41 △66

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,765 △915

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11 255

現金及び現金同等物の期首残高 1,225 1,079

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の期首残高増減額(△は減少)

－ 5

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,214

※
 1,341
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　連結子会社の事業年度等に関する

事項の変更

　

　従来、連結子会社のうち決算日が１月31日であった株式会社神鉄エンタープ

ライズについては、同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については必要な調整を行っていたが、同社が決算日を３月31日

に変更したことにより、当第３四半期連結累計期間は平成22年４月１日から

平成22年12月31日までの９か月間を連結している。なお、平成22年２月1日か

ら平成22年３月31日までの２か月間の損益については利益剰余金に計上する

とともに、キャッシュ・フローについては現金及び現金同等物の期首残高の

修正項目として計上している。

会計処理基準に関する事項の変更

　

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に　

　関する当面の取扱い」の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10

日）を適用している。

　  これによる損益に与える影響はない。

　

(2) 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用している。

　これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は0百万

円減少し、税金等調整前四半期純利益は6百万円減少している。また、期首

時点の当会計基準等の適用開始による固定負債の「その他」の変動額は

15百万円である。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　

２． 前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示していた「物品売却益」は、営

業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記している。

　   なお、前第３四半期連結累計期間における「物品売却益」の金額は10百万円である。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

 棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出については、実地棚卸を省略し

前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定し

ている。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（役員退職慰労引当金）　

  提出会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上していたが、平成22年６月15

日開催の取締役会において、役員退職慰労引当金制度の廃止及び支給対象者全役員の受給放棄の同意による計上済み

役員退職慰労引当金の全額取崩を決議した。

　上記の決議に基づき、提出会社は当第３四半期連結累計期間において役員退職慰労引当金36百万円を取崩し、特別利

益に計上している。

　

EDINET提出書類

神戸電鉄株式会社(E04109)

四半期報告書

19/27



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 63,708　百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 61,812　百万円

※２　工事負担金等圧縮累計額 53,673　百万円 ※２　工事負担金等圧縮累計額 53,582　百万円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

流動資産　　          　9　百万円

 　　

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

流動資産 9百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

　　とおりである。

  

人　件　費 1,238　百万円

経　　　費 700　　

諸　　　税 134　　

減価償却費

のれん償却額

327

5　
　

計 2,406　　

　

※ 販売費及び一般管理費の内訳は、次のとおりである。

 

 

人　件　費 1,214　百万円

経　　　費 703　　

諸　　　税 138　　

減価償却費

のれん償却額

333

5　
　

計 2,395　　

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

　　とおりである。

 

人　件　費 393　百万円

経　　　費 246　　

諸　　　税 43　　

減価償却費

のれん償却額　

110

1　

　

　

計 795　　

　

※ 販売費及び一般管理費の内訳は、次のとおりである。

　

 

人　件　費 399　百万円

経　　　費 234　　

諸　　　税 45　　

減価償却費

のれん償却額　

111

1　

　

　

計 792　　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定

預入期間が３か月を超える定期預金　

1,314

△100　

百万円

　

現金及び現金同等物 1,214　

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定

預入期間が３か月を超える定期預金　

1,441

△100　

百万円

　

現金及び現金同等物 1,341　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　80,615千株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　91千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項なし。

 

４．配当に関する事項

　該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 （単位　百万円） 　
 運輸業 流通業 不動産業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 　

営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　
(1）外部顧客に対する

営業収益
3,206 2,208 462 547 6,424 － 6,424　

(2）セグメント間の内

部営業収益又は振

替高

5 2 21 177 207 (207) － 　

計 3,211 2,211 483 725 6,632 (207) 6,424　

営業利益 313 70 132 57 573 (12) 560 　

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 （単位　百万円） 　
 運輸業 流通業 不動産業 その他の事業 計 消去又は全社 連結 　

営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　
(1）外部顧客に対する

営業収益
9,856 6,825 1,244 1,722 19,648 － 19,648　

(2）セグメント間の内

部営業収益又は振

替高

15 9 65 579 669 (669) － 　

計 9,872 6,834 1,309 2,302 20,318 (669) 19,648　

営業利益 931 153 309 132 1,526 (13) 1,513　

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分してい

る。

２．各事業区分の主要な事業の内容

①運輸業　　　　鉄道事業、バス事業、タクシー業

②流通業　　　　物品販売業、飲食業

③不動産業　　　不動産販売業、不動産賃貸業

④その他の事業　建設業、施設管理・警備業、ゴルフ場業、介護サービス事業

健康・保育サービス事業、旅行業

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　本国以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため記載していない。 

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　海外売上高がないため記載していない。

EDINET提出書類

神戸電鉄株式会社(E04109)

四半期報告書

22/27



【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営方針に基づき、経営資源の有効な活用及び業績を評価するため、重要な業務執行の進捗状況

については、適時に報告及び検討を行うこととしている。

　当社グループは、コア事業である運輸業、流通業及び不動産業を中心に地域社会に根ざした事業の展開を進

めている。

　当社グループは、上記３つの事業グループのセグメントから構成されており、「運輸業」、「流通業」及び

「不動産業」の３つを報告セグメントとしている。

　「運輸業」は、鉄道事業、バス事業及びタクシー業の３つの事業で構成されている。「流通業」は、スーパー

マーケット及び駅売店の物品販売業、飲食業の２つの事業で構成されている。「不動産業」は、土地建物販売

の不動産販売業、土地建物賃貸及び駐車場の経営等の不動産賃貸業の２つの事業で構成されている。

　

２．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）　

　 報告セグメント
　

その他

  (注)１ 　

 

　
調整額

 (注)２

 

四半期連結　

損益計算書

計上額

(注)３　
 運輸業 流通業 不動産業 計

  営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への営業収益 9,641 6,124 1,500 17,266 1,605 － 18,872

(2）セグメント間の内部営業収益

    又は振替高
15 9 62 88 580 (668) －

計 9,657 6,134 1,563 17,355 2,185 (668)18,872

　セグメント利益 735 140 413 1,289 99   0 1,388

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

（単位：百万円）　

　 報告セグメント
　

その他

  (注)１ 　

 

　
調整額

 (注)２

 

四半期連結　

損益計算書

計上額

(注)３　
 運輸業 流通業 不動産業 計

  営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への営業収益 3,227 2,054 460 5,743 556 － 6,299

(2）セグメント間の内部営業収益

    又は振替高
5 3 19 27 182 (209) －

計 3,232 2,057 480 5,770 738 (209) 6,299

　セグメント利益 307 51 138 497 58   　 (　7) 548

　

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護事業、健康・保育事

業、ゴルフ場業及び建設業他を含んでいる。

　　　　２．当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間のセグメント利益の調整額は、それぞれ0百万

円及び△7百万円であり、その内容は主にセグメント間取引である。

　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項なし。

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用している。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 157円19銭１株当たり純資産額 154円04銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1円52銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。　

１株当たり四半期純利益金額 3円13銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。　　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 122 252

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 122 252

期中平均株式数（千株） 80,554 80,533

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1円70銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。　　

１株当たり四半期純利益金額 2円29銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。　　

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 137 184

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 137 184

期中平均株式数（千株） 80,547 80,529

（重要な後発事象）

　　　　該当事項なし。

 　　　　　　　

２【その他】

　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年2月10日

神戸電鉄株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松山　和弘　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　英明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神戸電鉄株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神戸電鉄株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年2月9日

神戸電鉄株式会社

取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松山　和弘　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　英明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神戸電鉄株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神戸電鉄株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。

EDINET提出書類

神戸電鉄株式会社(E04109)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

